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１．調査の目的及び問題意識 

 

（１）本業務名称  

令和 3 年度 関西の地域密着型スポーツチーム・イベント等がもたらす地域への波及効 

果とスポーツ関連市場における地域中小企業の参入可能性調査 

 

（２）調査の目的  

スポーツ関連市場は、スポーツ用品を生み出し支える製造業に限らず、医療・健康、観

光、サービス業など幅広い産業分野に関係し、産業横断的に市場が成長する潮流がみられ

る現状である。 

国では、2015 年のスポーツ庁発足を皮切りに、スポーツの成長産業化に向けた議論が

活性化しており、特に「スポーツ未来開拓会議」、「未来投資戦略 2018」、「成長戦略フォ

ローアップ」(令和 2 年 7 月閣議決定)では、スポーツ市場規模を 2025 年には 15 兆円

にまで拡大することを目指している。 

分野別にみると、「スポーツ用品」4.9 兆円、「周辺産業」3.9 兆円、「スポーツテック」

1.1 兆円、「スタジアム・アリーナ」3.8 兆円、「プロスポーツ」1.1 兆円、「アマチュアス

ポーツ」0.3 兆円に達すると試算。「スタジアム・アリーナ」、「プロスポーツ」、「アマチュ

アスポーツ」分野に関しては、スポーツを通じた「地域活性化」、また「スポーツ用品」、

「周辺産業」、「スポーツテック」分野に関しては、他産業との連携による「新事業創出」

といった２軸の視点で、スポーツ関連市場の成長を推進していくことが期待されている。 

関西には、世界でも有数の大手スポーツ用品メーカーに加え、独自技術を有しものづく

りに強みを持つ多くの中小企業が集積している。さらに、関西に拠点を置き、地域住民や

地域企業との共生を目指すプロ・アマチュアスポーツチームも都市部のみならず広域に存

在しており、スポーツ関連市場が発展するポテンシャルが高いと推察される。 

そこで本調査では、①地域との共生を目指すスポーツチーム(地域密着型スポーツチー 

ム)やスポーツイベントが地域ならびに周辺産業にもたらす裨益や課題を明らかにすると 

ともに、②「スポーツ用品」、「周辺産業」、「スポーツテック」等の観点で類型化されるス

ポーツ関連市場において、地域の中小企業がどのような関わり方やアプローチをとること

が望ましいかを明らかにする。 

また、調査結果により地域密着型スポーツチーム・イベントの発足・実施等により生ま

れる効果等を示すことで、③新たに誘致を検討する自治体、既にチームが存在する自治体

等に「気づき」を与えるとともに、④創出される各市場への取組方策を示すことで、今後

スポーツ市場への参入を見据える中小企業経営者に「気づき」を与え、ひいては今後のス

ポーツ関連市場における中小企業政策立案のための基礎資料となることを目的として実施

した。 
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なお、 本調査における「関西」は近畿２府５県(福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵

庫県、奈良県、和歌山県である。 

 

２．調査内容及び実施方法  

１．（２）調査の目的に示す①・➁を達成するために、下記Ⅰ・Ⅱの調査を行った。 

 

Ⅰ：アンケートによる実態把握  

地域密着型スポーツチームならびに自治体等に対し、スポーツチーム・イベントが地域

や周辺産業にもたらす裨益や課題(「光」と「影」）が顕著に現れている事例を抽出するた

めに、調査項目を設定しアンケート調査を実施した。 

 

＜アンケート対象＞ 

a.地域密着型スポーツチーム 

b.スタジアム・アリーナ（※１）の運営ならびにスポーツイベント(※２)、スポーツチ

ーム等の誘致（計画段階も含む）を行う基礎自治体(府県も含む)・関連団体 

c.スタジアム・アリーナ等の施設管理事業者 

 

＜主なアンケート項目＞ 

１）チーム 

 ①チームについて 

 ②本拠地情報ならびに自治体等からの誘致実績 

 ③地域密着活動の内容と連携実績 

 ④地域密着活動による効果 

 ⑤地域密着活動における課題 

 ⑥今後の取組意向ならびに他者との連携意向 

２）自治体 

 ①スポーツチームやイベントの誘致について 

 ②スポーツ関連活動の効果や課題・影響 

 ③スポーツ施策に関する今後の展望 

 ④今後の取組意向 

３）施設管理者 

 ①施設の所在地やホームタウン競技分野 

 ②地域密着の主な活動内容 

 ③地域密着活動による効果 

 ④地域密着活動における課題 
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 ⑤今後の取組意向 

４）コミッション 

 ①コミッションの主要目的等について 

 ②スポーツ関連活動による効果 

 ③スポーツ関連活動における課題 

 ④スポーツ施策に関する今後の展望 

 

Ⅱ：ヒアリングによる実態把握 

I で抽出した事例をもとに、（１）ニーズ側と（２）シーズ側の各視点から、スポーツチ

ー ム・イベント等が地域にもたらす「光」と「影」等を整理し、中小企業群におけるス

ポーツ関連市場のへの取組方策ならびに取組を推進するにあたっての課題等に関して検証

した。 

（１）ニーズヒアリング調査 

（２）シーズヒアリング調査 

 

＜主な調査項目＞ 

 １）チーム 

  ①チームの活動状況 

  ②企業との連携状況やきっかけ（問題意識含む） 

  ③地域連携や他企業との連携の取組状況、成果 

  ④取組を推進するうえでのキーマンや障壁 

  ⑤今後のスポーツ市場への展望（する、みる、ささえる） 

 ２）自治体 

  ①スポーツに関連する自治体の実績概要、最近の傾向や変化 

  ②地域とスポーツチームや競技大会等との連携の実績 

  ③地域中小企業とスポーツチームとの連携やイベント時の連携を推進の効果、障壁 

  ④今後のスポーツ関連施策の展望 

 ３）企業 

  ①地域や他企業、スポーツチーム等との連携の実績 

  ②他者との連携への期待、ニーズ 

  ③連携を推進するにあたっての障壁 

  ④今後のスポーツ市場への展望 

  ⑤その他 
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Ⅲ：PR 冊子の作成 

Ⅰ・Ⅱの内容を踏まえ、１．（２）調査の目的に示す①～④を達成するために、以下①

～③の内容を包含した企業等の取組を紹介する PR 冊子を作成した。 

①既にスポーツ関連市場に参入し、事業継続につながっている企業等（事例で示した） 

➁将来性が見込まれるスポーツ関連市場ならびにスポーツコンテンツを取り巻く課題解決

に資するシーズ群の特集（事例及びニーズ集で示した） 

③中小企業群におけるスポーツ関連市場への取組方策（分析及び提案として示した） 等 

 

 

３．調査概要（小括） 

 

企業や自治体のスポーツ所管部署、また各種スポーツチームへのアンケート及び事例ヒ

アリングから見えてきた特徴について考察する。 

３－１ チームから見た“良し” 

(1)アンケート結果でみられた地域密着活動の効果と影響・課題 

 まず、チームへのアンケート調査結果からは、地域と密着した活動を行うことで、チーム

がどのような効果が得られるかについて、以下の回答が上位となった。 

 ①チームの認知度向上 

 ②地元ファンからの愛着増加 

 ③入場者数の増加   

 次に、チームにとって地域と密着した活動を行うことで、地域にどのような効果をもたら

すことができているかについて、以下の回答が上位となった。 

 ①スポーツや健康への関心向上 

 ②地域の知名度向上やシビックプライドの醸成 

 ③地域の自治体や団体等の啓発活動への協力 

 

 一方、地域に与える影響のうち課題となりがちなのは、集客時の感染症拡大への懸念や集

客時の騒音、振動等が上げられた。また、チーム側が地域密着活動に取り組もうとしても、

人的リソースや時間不足、専門経営人材の不足があることも把握された。 

 スポーツが地域にもたらす「光と影」については、チームがある地域をホームタウンとす

ることにより、チームが地域の人々に愛され、健康に関心を持つ人が増え、シビックプライ

ドが醸成されるという良き面=光と、観戦で人が集まることで地域にもたらす課題=影が一

定あることが把握された。 
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 なお、コロナ禍の中で、有観客の試合があまり開催できていないため（開催した場合も選

手家族やスポンサー企業のみと限定的）、集客面での効果は今後に期待される。 

 

(2)ヒアリングでみられた地域に根差したチーム運営の潮流 

 ヒアリングを通じて、チームと地域・企業の関係性の中で得られている“良し”には、たと

えば以下のようなものがあることが把握できた。 

チーム運営については、地域企業（建設・運送・リサイクル・IT 等）や医療法人、特定

非営利活動法人が新たな主体として登場していることも把握されました。チームを保有す

ることで人材確保やブランディングの目的がある主体や、地域に根付いた競技分野におい

て青少年育成の目的から地域の官民や教育界に広がる人脈を活かして、スポーツ教室を軸

に運営している事例も複数見られた。 

 

• 地域に長年根づくスポーツ競技の経験者が地域でつながり共感によって連携を促

進。チームのロゴを活かして地元企業と新商品を開発、ふるさと納税返礼品として

人気。 

• チームを地域の人々、経済界、行政が応援。スポーツを通じて人材育成を推進する

とともに、地域全体で盛り上げ、シビックプライド醸成や新商品開発を推進。 

• 少年スポーツチームをベースに、スポーツ教室を運営。地域の競技経験者がチーム

を応援。 

• チームの選手を地域のスポンサー側が雇用、競技活動を支援。雇用側では人材確保

を実現。 

• チームで次世代の競技人材を育成しリサイクル活動にも取り組む中で、スポンサー

企業の共感を得て SDGs活動としても展開。 

• チームの活動の場を商業施設の中に開設し、人々が交流し運動するコミュニティづ

くりを推進。 

 

３－２ 自治体から見た“良し” 

(1) アンケート結果でみられたスポーツ関連活動の効果と影響・課題 

  自治体へのアンケート調査結果からは、スポーツ関連活動の効果として、どういった内

容が得られるかについて、自由回答で尋ねたところ、以下のキーワードに分類される回答が

多く上げられた。（自由回答を調査事務局で分類） 

 最も多く上げられたのは幅広い世代にわたり運動する機会を持ち、スポーツに触れる中

で健康への意識を高めてもらう、体を動かす機会を増やす等の健康増進に関連する内容で

した。運動の機会は、同時に地域のコミュニティにおいて多様な世代の交流の機会になると

も期待されている。  

 大会や試合観戦等で地域に来てもらうことで、交流人口を増やしたいという回答も２番

目に多く、個別の内容をみるとシビックプライドの醸成に関する内容や〇〇競技のまちと
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して発信していきたいという回答もみられる。（例 ビーチスポーツ、マラソン、カヌ

ー、ハンドボール等） 

 ①健康増進 

 ②交流人口増加 

 ③地域の交流促進、コミュニティづくり 

 

 次に、自治体にとってスポーツ関連活動にかかる課題や影響にはどのようなものがある

かについて、同じく自由回答で尋ねたところ、以下のキーワードに分類される回答が多く上

げられた。 

 ①スポーツに関わるイベント等集客時や運動実施時の感染症対策 

 ②施設や大会会場までの交通アクセス 

 ③試合やスポーツイベント等集客時の交通渋滞 

 加えて、集客時については、騒音・振動、駐車場不足、ごみ等の問題も上げられた。また、

人口減少や高齢化が進む中で、参加者数が減少し、担い手が高齢化して不足するという課題

も浮き彫りになっている。 

 自治体ではスポーツ振興計画を作成・推進していることから、健康増進や幅広い世代を含

めた交流や、交流人口増加を含めてスポーツ関連活動の意義や効果=光は十分に意識されて

います。その一方で、集客時を中心に感染症対策に直面し、施設へのアクセスが不便で、集

客時に交通渋滞や騒音・振動があるという影響＝影の部分について、課題として認識されて

いることも把握された。 

 

(2)ヒアリングでみられた地域でのスポーツ関連活動 

 ヒアリングを通じて、地域とチームとの関係性やスポーツ施設の運用、大会等の誘致の中

で得られている“良し”には、たとえば以下のような事例があることが把握できた。 

• スタジアムの誘致に成功、プロチームのホームタウンとなったことで、交流人口増

加やシビックプライド醸成が進む。地域全体のシティセールスにつなげる。 

• 地域のスポーツ関連施設を活かした競技者育成の歴史が長く、ニーズに応じた対応

を柔軟に取りながら多面的に競技団体やチームを応援。 

• “聖地”を擁し、スポーツイベントと合わせて、地域の事業者を発信するイベントを

併催。 

• 施設利用のプロモーションを広域で連携、広域で一体的に大会や合宿を誘致。 等 

 

３－３ 企業から見た“良し”  

（１）スポーツ市場へのチャレンジと競技への共感 

  企業向けヒアリングの結果、スポーツ関連市場への取り組みとして、大きく次の二つの

パターンがあることを把握できた。 
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 第一が、もともと展開していた事業や保有技術を、競技者特有のニーズを把握しながら、

スポーツ関連市場向けに横展開した事例群である。 

 第二が、地域企業（医療法人を含む）の代表者が競技経験者で、選手への共感からチーム

オーナーとなったり、競技を応援する事業や次世代の人材育成を教室として展開している

事例群であり、競技経験者の共感がベースにあるとみられる。メジャーではない競技分野を

中心に地域の企業がチームを運営し、選手の雇用やセカンド・キャリアを応援している例や

企業ブランディングに効果を上げている例もみられた。 

 また、個人的な問題意識や SDGs への意識から、フェムテックに取り組む企業事例も把

握された。  

 

 ①もともと展開していた事業や保有技術を、スポーツ関連市場向けに横展開 

  例 選手ニーズに対応した機能性の高い靴下を開発 

    塗り箸の素材に折れたバットやバット製造過程の端材を活用 

    縫製技術を活かして、障がい者スポーツ特有のニーズに対応したアンダーウエア

を開発 

    繊維製品メーカーがフェムテックに取り組み、女性選手向け下着開発に着手  

  

 ②法人代表者が競技経験者で選手への共感からチームを運営、サポート事業を展開 

  例 競技経験のある代表が他企業と共にチーム共同オーナーとなり、3on3 チームを運営 

    スケートボード経験者の法人代表が海外企業と連携、組立型セクションを開発施工 

    医療法人が人材確保の目的でチームを創設、人材を雇用 

    地域企業の一族がサッカー経験者で、サッカーチームを創設、サッカー教室を運営 

    地域企業が経験者で地元のロードレースイベントに賛同、プロチームを創設    

    地域 IT企業が地元の野球チームの共同オーナーとなり、チームの活動を支援 

 

３－４ チーム・地域・産業の三方よし  

 チーム・地域・企業の三者の関わり、またその効果を改めて見てみると、それぞれ違っ

た立場ながら、スポーツに向き合う志を同じくしている傾向が明らかになった。 

 スポーツクラブを運営する企業はまちづくりの視点を持ち、スポーツクラブを商業施設

に開設し、さらに飲食の場を設けることで、体を動かしながら地域でコミュニティを形成

する場を創出している。リサイクルやフェムテックに取り組むチームやスポンサー企業の

事例や、選手がスポンサー企業に出向きボランティア活動を行ったり、地元メディアに出

演して地域レポーターとして活躍する事例など、社会貢献や親しみの創出に三者がうまく

連携し、相乗効果を生み出している。チーム運営に企業人が参画することで経営目線を取

り入れたり、チームと企業のコラボ商品について自治体が商工会に繋いだ事例、また大会
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誘致にあたり自治体が地元企業向けに勉強会を開き、自分事として行動する動機を与え、

大会後は新たなツーリズムに繋がるなど、地元企業を巻き込んだ事業が展開されている。 

 これらの好循環は、住民のスポーツに対する関心を高め、生涯にわたり暮らしの中にス

ポーツを取り入れるライフスタイルが浸透し、誰もが身近にスポーツに親しむことができ

る時代の到来が期待される。必然的にスポーツチームが地域に欠かせない存在となり、そ

れを支える企業のプレゼンスが向上する。スポーツ愛好家の増加、すなわちスポーツ関連

市場の拡大は、こうした「三方よし」からもたらされる。 

 

 

図表 3-1 関西におけるチーム・地域・企業の“三方良し”展開イメージ 

 

 

 

３－５ スポーツ関連市場における中小企業の参入可能性 

（１）Recognition～企業はスポーツを自分事に、行政は産業振興の目線を 

 スポーツ関連市場の拡大は急務である。我が国では、スポーツの成長産業化に向けた議
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論が活発化しており、特に「スポーツ未来開拓会議」等では、スポーツ市場規模を 2025

年には約 15兆円にまで拡大すると試算。その実現に向けて「する・みる・ささえる」と

いった多様なスポーツライフを通じて、スポーツ参画人口の拡大を目指し、大きなマーケ

ットとして見込んでいる。 

だが一方で、産業分類にスポーツ産業という分類はない。スポーツは多くの分野が関係

するにもかかわらず、産業分類として存在しないために、企業等に市場として認識されて

いないのが現状である。さらに、多くの自治体は、スポーツを地域住民の健康増進や、青

少年育成という教育として捉えるなど、健康福祉部門や教育委員会等で所管していること

が多く、行政においても産業振興の視点があまり持たれていない。 

 また、すでにスポーツ市場を牽引するスポーツメーカーがあり、トップアスリートや消

費者の間で「ブランド」が確立されている。ここに地域の中小企業が一足飛びに参入する

のはハードルが高い。トップアスリートには大手メーカーがスポンサーとなっており、中

小企業の参入の障壁になっている。一方、能力向上を図りたい学生やアマチュアアスリー

ト層は、スポンサードに囚われない、ある種ブルーオーシャンの領域であり、地域のアス

リートに目を向けることが、中小企業の新たなビジネスチャンスにつながっていくと推察

される。 

 （２）Passion～スポーツビジネスは人々の共感（想い）が源泉 

スポーツは人々の共感を呼ぶものである。本調査でスポーツ市場に参入した企業から得

た事例では、身近な人や地域のアスリートを応援したいという想いから、自分事として商

品開発等に取り組んできたものが多い。経営者ならびに従業員自身が競技経験者で、材質

や形状等、その競技アスリートならではのこだわりに共感したり、女性や障がい者を含め

たプレイヤーの悩みへの共感から、新しい商品が開発されている。バット素材となる自然

林を守るため、自身の野球人脈を駆使し、球界一丸となってリサイクルプロジェクトを進

めた企業や、フェムテック商品を多くの女性アスリートに広めたいという熱い想い、スケ

ートボードの普及のためにスケートパーク等環境整備に尽力する企業など、理念や想いへ

の共感が原動力となっている。また、自社のシステムを活用したイベントで健康経営に貢

献する企業など、スポーツを通じて役に立ちたいという理念に基づいた企業活動が見受け

られた。 

 行政においても、地元で活動するチームの応援や、チームの社会貢献活動に共感し、ふ

るさと納税返礼品制度を活用した支援や、地域をあげた PR 活動、また自治体がユニフォ

ームスポンサーとなっている事例もあった。 

 実際にアスリートのためになったことが、自身の喜びとなるなど、人間の高次な欲求を

満たす利他的精神がスポーツシーンで窺えた。 
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（３）Action～地域チーム・アスリートへのアプローチ 

 中小企業のスポーツ市場の参入にあたり、商品開発の実証フィールドとして有益なのが、

先に述べたアマチュアアスリート領域である。地域で活躍するスポーツチーム、女性アスリ

ート、パラアスリート、大学アスリートなどのモニター検証により、商品開発を進めている

ケースが多くみられる。膝用サポーターを、選手、副資材製造業、理学療法士等と共同で開

発した事例、商品アイデアを片手に小ロットの試作対応ができる町工場を探し、女性アスリ

ートと実証を繰り返したフェムテック製品、デザインに優れたチームロゴに惹かれ企業側

が商品開発に乗った事例、チームが拠点を置くスポーツクラブで地元農家と連携した飲食

事業を展開する事例など、参入方法も様々である。また、クラウドファンディングを活用し、

市場の反応を確かめるケースもみられる。 

 地域の中小企業と地域で活躍するスポーツチームやアスリートの親和性が高い理由とし

ては、アスリートは、競技のためにスポーツ用品やコンディション管理などにこだわりを

持ち、アスリートの数だけニーズがあるといっても過言ではない。他方、幅広いニーズに

応えられ、オーダーメイド品を手掛けられることが小回りの利く中小企業の利点である。 

 

（４）Innovation～想いを可視化し、具現化する場～プラットフォーム～ 

 これまで、中小企業が地域のスポーツチームやアスリートの協力を得ながら製品を開発

する過程を示してきたが、関西には、企業連携を通じてスポーツと様々な産業の融合によ

る新たなビジネス創出を促進する場であるプラットフォーム機能が存在する。 

 2017 年に大阪商工会議所が立ち上げた「スポーツハブ KANSAI」は、ビジネスマッチ
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ング事業の例会等を通じて、製品・サービス開発から事業化、販路拡大までを支援してお

り、750 社に上る企業が登録している。事例で紹介した障がい者スポーツ用のインナーパ

ンツは、例会にてアスリートのニーズを聞き、同じく例会に参加していた別の企業とのコ

ラボで生まれた開発商品である。また化粧品会社がバスケットチームに所属する管理栄養

士と例会で出会い、同社が研究した美容成分を用いた食品をスタジアムフードとして開発

した。コロナ禍で実際の販売には至らなかったが、その成果は他の商品にも展開されてい

る。 

 大阪市港区を拠点に、町工場やベンチャー企業、また大企業の新規事業担当者等が集う

「Garage Minato」は、1階に町工場、2 階にオープンイノベーションスペースを備えてお

り、２階で生まれたアイデアを１階の工場や連携する企業の技術で具現化するプラットフ

ォームである。事例にて紹介したバッティングティーは、異なる技術を持つ７社の企業が

知恵を絞り、何度も試作を重ねて誕生したヒット商品である。 

 また奈良県では、地域の中小企業メーカーが中心となり、メーカーや小売店が共同で出

展する、 「スポーツイノベーション交流会&展示会（SIMEx)」を立ち上げた。ブースの

壁をなくしたオープンなスペースで、出展者・販売店・代理店同士が気軽に交流し、新た

な需要創造の場として活用されている。 

 さらに、オンラインマラソン大会が、気軽に商品 PR や、テストマーケティングができ

る場となることに注目されたい。試供品を大会の景品や参加賞として事前に提供し、身に

つけて走ってもらう。参加者は新商品を試すことができ、写真付きのコメントを記録フォ

ームに投稿することで、提供企業側は商品 PRとユーザーの感想を確実に集めるという、

企業と消費者をつなぐ新たなプラットフォームだ。 

 このように、あらゆる立場のプレーヤーに出会える場がプラットフォームである。パフ

ォーマンスを上げたいアスリート、アスリートやスポーツ界を支えたい企業、また自社の

優れた技術のさらなる活かし方を探している企業等が、熱い想いや理念を可視化し、共有

することで、より多くのアイデアやニーズが集まり、それに対するソリューションが生ま

れる。さらに、独自のプレーヤーやネットワークを有する各プラットフォーム同士が新た

に連携し、より様々なプレーヤーが群となることで、ソリューションがさらにかけ合わさ

り、イノベーションを創出させる。 

 スポーツ施設やチームを有する自治体も、競技場を試合観戦をしながらチームや企業と

ビジネス交流ができる場とするなど、異業種間のタッチポイントを創出し、スポーツシー

ンを支えている。マーケットの拡大に向け、企業や行政のスポーツに対するマインドを変

えていくことが、スポーツ関連市場をより発展させるために、今後も必要となってくるだ

ろう。 



13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

４．PR 冊子 チーム・地域・産業の“KANSAI スポーツ三方よし”  
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参考１ アンケート調査概要・調査結果 

 

アンケート調査実施概要 

 関西地域に所在するチーム、自治体、アリーナやスタジアム等の施設管理者、スポーツコ

ミッションに対して、アンケート調査を実施した。なお、アンケート調査票については別途、

電子媒体で納品した。 

 

【共通タイトル】 

「スポーツチーム・イベントが地域と産業にもたらす効果・課題アンケート調査」 

【実施方法】 

・郵送にて送付 

・回答はインターネットまたは調査票返送による 

【実施目的】 

 本調査の目的に沿い、スポーツ関連市場に参入し事業展開している関西の中小企業の

優良事例を抽出するため実施した。以下では、副次的に有用なデータについて集計結果

を算出した。 

【地域密着活動】 

チーム向けの中で、「チームが日ごろ実施している地域との共生を図った取組」を地

域密着活動と定義して質問した。 

（１）チーム向け 

 内容 

実施時期 令和 3 年 9月実施（回答〆切 同年 10 月 15 日） 

抽出方法 各種競技団体・連盟等の所属チームを抽出 

送付数 218 

回収数 56 

回収率 25.7％ 

（２）自治体向け 

 内容 

実施時期 令和 3 年 10 月実施（回答〆切 同年 10 月 29 日） 

抽出方法 関西圏の全市町村のスポーツ振興担当課を抽出 

送付数 221 

回収数 92 

回収率 41.6％ 
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（３）施設管理者向け 

 内容 

実施時期 令和 3 年 10 月実施（回答〆切 同年 10 月 29 日） 

抽出方法 関西各地に立地するアリーナ・スタジアムのうち、民間

企業の名称がついている施設を抽出（ネーミングライツ

権により産業と接点があると推察） 

送付数 33 

回収数 18 

回収率 54.5％ 

（４）スポーツコミッション向け 

 内容 

実施時期 令和 3 年 10 月実施（回答〆切 同年 10 月 29 日） 

抽出方法 スポーツ庁「全国の地域スポーツコミッション所在状

況」等から関西地域のスポーツコミッションを抽出 

送付数 14 

回収数 6 

回収率 42.9％ 
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１－１ チーム 

 

（１）チームについて 

 チームの競技分野は、サッカー、野球、バスケットボール、バレーボール、ラグビーが

上位となった。その他も 10件あり、3on3、バドミントン、自転車競技、アメリカンフッ

トボール、ソフトボール等の回答があった。 

 

図表 1-1-1 【チーム】競技分野 

 

 

 

 

  

回答数 ％
野球 8 14.3%
サッカー 9 16.1%
バスケットボール 7 12.5%
テニス 0 0.0%
ラグビー 5 8.9%
バレーボール 6 10.7%
剣道 2 3.6%
柔道 0 0.0%
フットサル 4 7.1%
ホッケー（アイスホッケー含む） 3 5.4%
卓球 3 5.4%
アメリカンフットボール 2 3.6%
その他 10 17.9%
合計 56 100.0%
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（２）本拠地情報ならびに自治体等からの誘致実績 

チームの本拠地施設の所在地としては、大阪府、兵庫県、京都府の順となった。 

 

図表 1-1-2 【チーム】本拠地施設所在地 

 

 

 

自治体等からホームタウンとしての誘致受け実績については、誘致を受けた結果、現在

の本拠地としたという回答が 12.5％あった。大半は誘致を受けたことはない。 

 

図表 1-1-3 【チーム】誘致受け実績 

 

 

  

回答数 ％
福井県 3 5.4%
滋賀県 3 5.4%
京都府 9 16.1%
大阪府 23 41.1%
兵庫県 11 19.6%
奈良県 4 7.1%
和歌山県 3 5.4%
合計 56 100.0%

回答数 ％
自治体等から誘致を受けて、現在地にホームを置いた 7 12.5%
過去に自治体等から誘致を受けたことがあるが、当該地をホームとはしなかった 5 8.9%
現在、誘致を受けている 3 5.4%
自治体等から誘致を受けたことはない 42 75.0%
合計 56 100.0%
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（３）地域密着活動の内容と連携実績 

 

①チーム力向上・集客向上 

チーム力向上・集客向上については、感染症への取組みが 48％と最も多かった。次い

で、オフィシャルグッズの生産・課発・販売、試合当日における地域の事業者との連携等

となっている。 

 

図表 1-1-4 【チーム】地域密着活動内容：チーム力・集客向上 

 

 

②裾野拡大 

裾野拡大については、子供向けスポーツ教室等の運営が 68％と最も多く、小中学校や各

種イベントへの選手派遣 55％が次いで多かった。 

 

  

回答数 ％
スポンサー企業等との連携によるスポーツ用品開発 17 30.4%
アスリートの健康管理・戦術を支える製品・サービスの開発 6 10.7%
自チームのオフィシャルグッズ生産、開発、販売 23 41.1%
試合放送に関する各種メディア等との連携 17 30.4%
アスリートならびに観客への感染症対策に関する取組 27 48.2%
試合当日における地域の事業者(飲食店・サービス業等)との連携 22 39.3%
その他 22 39.3%
合計 56 100.0%
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図表 1-1-5 【チーム】地域密着活動内容：裾野拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域への社会貢献 

地域への社会貢献としては、地域のボランティア活動への参加、地域 PRへの協力が上

位となった。 

 

図表 1-1-6 【チーム】地域密着活動内容：地域への社会貢献 

 

 

 

  

回答数 ％
子供向けスポーツ体験教室・スポーツクラブの運営(パラスポーツも含む) 38 67.9%
小中学校や各種イベントへの選手派遣 31 55.4%
地元住民向け無料招待券の配布 16 28.6%
主要施設の一般市民への利用解放 9 16.1%
大学等でのスポーツに関する講演(講義) 10 17.9%
その他 14 25.0%
合計 56 100.0%

回答数 ％
健康増進目的の大人や高齢者向け教室等 15 26.8%
介護予防目的の高齢者向け教室等の開催 4 7.1%
地域のボランティア活動(清掃活動・祭事等)への参加 26 46.4%
防災拠点としての連携 7 12.5%
地域ＰＲ（自治体シティーセールス等）への協力 18 32.1%
地元自治体との包括連携協定 15 26.8%
その他 18 32.1%
合計 56 100.0%
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④他者との連携実績 

他者との連携実績は「ある」チームが 57％と 5割を越えた。 

 

図表 1-1-7 【チーム】他者との連携実績 

 

 

 

連携先の属性については、地元自治体、地元メディア・タウン誌、地元の大学や専門学

校が上位となった。これらに次いで、地元の大手企業、地元の小売業・卸売業・サービス

業、商工会・商工会議所等が続いている。 

 

図表 1-1-8 【チーム】連携先の属性 

 

回答数 ％
連携実績がある 32 57.1%
連携実績はない 15 26.8%
わからない 9 16.1%
合計 56 100.0%

回答数 ％
地域に立地する大手企業 13 23.2%
地域に立地する中小ものづくり企業 9 16.1%
小売業、卸売業、サービス業 12 21.4%
地元生産者（農林水産漁業）、飲食業 9 16.1%
イベント会社、映像制作会社 7 12.5%
ソフトウエア・アプリ開発企業、eコマース(EC)企業 3 5.4%
旅行代理店　　　　　　　　　　　 4 7.1%
再エネ・省エネ関連機器開発ならびに関連システム会社 3 5.4%
地元自治体 20 35.7%
地域商店街 8 14.3%
商工会・商工会議所、経済団体 11 19.6%
地元立地の大学、専門学校等 15 26.8%
地域金融機関 6 10.7%
健康医療関連施設、機関 5 8.9%
地元メディア、タウン誌 17 30.4%
その他 4 7.1%
合計 56 100.0%
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（４）地域密着活動による効果 

 

①チームや施設運営者への効果 

地域密着活動がどのような効果をチームや施設運営者にもたらしているかについては、

チームや施設運営者への効果では、チームの認知度向上が 84％と最も多く、次いで地元フ

ァンからの愛着増加 64％も回答が多かった。 

 

図表 1-1-9 【チーム】チーム・施設運営者への効果 

 

 

 

  

回答数 ％
チームの収益向上 12 21.4%
チーム力向上(チーム成績の向上等) 20 35.7%
入場者数の増加 24 42.9%
ファンクラブへの加入者数の増加 15 26.8%
チームグッズ等の売上向上 14 25.0%
チームの認知度向上 47 83.9%
選手の確保 13 23.2%
地元ファンからの愛着増加 36 64.3%
スポンサーの確保 21 37.5%
セカンドキャリア等での雇用確保 8 14.3%
その他 5 8.9%
合計 56 100.0%
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②地域への効果 

一方、チームが考える地域への効果としては、スポーツや健康への関心向上が 63％、次

いで地域の知名度向上やシビックプライド醸成 46％が多かった。 

 

図表 1-1-10 【チーム】地域への効果 

 

 

 

  

回答数 ％
地域の知名度向上やシビックプライド醸成 26 46.4%
スポーツや健康への関心向上 35 62.5%
ボランティア等の社会参加促進 12 21.4%
交流人口の増加、定住者の増加 12 21.4%
リサイクル製品の活用 1 1.8%
省エネの対応や再生可能エネルギー活用等の促進 1 1.8%
地域の自治体や団体等の啓発活動への協力 18 32.1%
防犯面への貢献 2 3.6%
地域中小企業との連携による新商品開発 7 12.5%
地域での雇用創出 7 12.5%
その他 8 14.3%
合計 56 100.0%



80 

 

（５）地域密着活動における課題 

 

①チームや施設運営者の課題 

地域密着活動により、チームや地域にどのような課題や影響等をもたらすかについては、

チームや施設運営者の課題としては、地域連携に取り組む人的リソースや時間の不足が

61％と最も多く、次いで専門経営人材の不足となった。 

 

図表 1-1-11 【チーム】チーム・施設運営者の課題 

 

 
 

②地域に与える影響や課題 

一方、チームが考える地域に与える影響や課題としては、集客時の感染症拡大への懸念が

41％と最も多く、騒音・振動、ゴミ、交通渋滞等の課題が続いた。 

 

図表 1-1-12 【チーム】地域への影響や課題 

 

 

回答数 ％
建設費ならびに管理費による自社負担経費の増加 16 28.6%
専門経営人材の不足 23 41.1%
地域連携に取り組む人的リソース、時間の不足 34 60.7%
体育館設備としての利用優先による施設自由度の低下 9 16.1%
公共交通のアクセスの悪さ 11 19.6%
その他 10 17.9%
合計 56 100.0%

回答数 ％
周辺地域での物価上昇 0 0.0%
試合時の交通渋滞 4 7.1%
集客時の感染症拡大への懸念 23 41.1%
集客時の騒音、振動 10 17.9%
大量のエネルギー消費、CO2排出増加　 0 0.0%
ゴミ増加、ゴミの散乱 7 12.5%
（建設等による）樹木伐採や周辺の環境への影響等　　 0 0.0%
その他 25 44.6%
合計 56 100.0%
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（６）今後の取組意向ならびに他者との連携意向 

スポーツの「する・みる・ささえる」コンテンツが、今後より一層の広がりをみせるため

には、どのような取組を推進していくことが必要かについて尋ねた。 

 

①する：アスリート・チームに関する取組 

 「する」については、プレイヤーのパフォーマンス解析ツールや健康管理、チーム戦術の

分析等、チームが強くなることを支えるツールへのニーズが高いことが把握された。 

 

図表 1-1-13 【チーム】今後の取組「する」 

 
 

  

回答数 ％
ＡＩ・ＩｏＴ等を活用したチーム戦術の分析 26 46.4%
選手の健康管理を支える食品、機器、アプリケーション 27 48.2%
寝具・酸素カプセル等、疲労回復機器・サービス 19 33.9%
プレイヤーのパフォーマンス解析ツール 29 51.8%
デジタル技術を活用したグラウンドコンディションの管理 13 23.2%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6 10.7%
特になし 9 16.1%
合計 56 100.0%
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②みる：試合観戦に関する取組 

 「みる」については、試合会場でのライブデータ配信・オンライン配信が 63％と最も多

く、コロナ禍で有観客試合が難しい中、チームが効果的な試合の伝え方を模索している状況

がうかがえる。 

 

図表 1-1-14 【チーム】今後の取組「みる」 

 

 
 

③ささえる：施設(周辺含む)に関する取組 

 「ささえる」については、感染症対策が 64％と最も多く、「する」「みる」「ささえる」を

通して最も回答割合が高かった。 

 

図表 1-1-15 【チーム】今後の取組「ささえる」 

 

回答数 ％
会場を盛り上げる映像技術等の高度化 22 39.3%
試合会場でのライブデータ配信・オンライン配信 35 62.5%
プレイヤーの鼓動を伝えるサウンドシステム 7 12.5%
AR等により遠隔でも選手と同一の目線で観戦できるサービス 12 21.4%
観戦後の行動のデータ化(効率的な動線、グッズ販売等のマーケティング） 15 26.8%
観戦時の魅力を高めるスタジアムフード等の開発 17 30.4%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6 10.7%
特になし 10 17.9%
合計 56 100.0%

回答数 ％
電子チケット対応(抽選、予約管理、決済、感染源の追跡等)、キャッシャレス対応 23 41.1%
感染症対策（会場、更衣ロッカー、食堂、空調管理等） 36 64.3%
会場周辺の駐車場の混雑予測 13 23.2%
最寄駅から会場までのアクセス改善 19 33.9%
省エネ機器や再生エネルギー発電設備の導入 6 10.7%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5 8.9%
特になし 8 14.3%
合計 56 100.0%
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④地域との連携 

 加えて、地域との連携に関する取組については、SNS を含めた広報戦略、地元メディア

との連携 70％と最も多く、地域に向けた、あるいは地域とともにある効果的な情報発信が

求められていると考えられる。 

 

図表 1-1-16 【チーム】今後の取組：地域との連携 

 

 

 

  

回答数 ％
スタジアム・アリーナを核とした拠点づくり
（例　レストラン・フードトラック、宿泊施設、クリニック、託児所など）

23 41.1%

スポーツ用品開発やテストマーケティング(研究機関との連携も含む) 13 23.2%
チームグッズの開発、販売ルート開拓 20 35.7%
SNSを含めた広報戦略、地元メディアとの連携 39 69.6%
スポーツツーリズム（本拠地の周辺観光や応援のための遠征等） 19 33.9%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 1.8%
特になし 12 21.4%
合計 56 100.0%
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⑤裾野拡大 

 裾野拡大については、スポーツ教室等の運営、地域スポーツクラブ化が上げられた。ス

ポーツ教室等は後述するヒアリング事例で把握されたように、各地で取り組みが進んでい

るところである。 

 

図表 1-1-17 【チーム】今後の取組：裾野拡大 

 

 

 

  

回答数 ％
スポーツ教室(体操・水泳・スケートボード等)や健康増進教室等の運営 28 50.0%
フィットネスジムの運営 8 14.3%
学校部活動の地域スポーツクラブ化 28 50.0%
大学等でのスポーツビジネススクールの開設(スポーツ経営の専門人材の育成) 15 26.8%
医療、トレーニング・ケアスタッフの育成 24 42.9%
その他　　　　　　　　　　　　 6 10.7%
特になし 11 19.6%
合計 56 100.0%
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１－２ 自治体 

（１）スポーツチームやイベントの誘致について 

 

①スポーツチーム本拠地施設について 

プロや社会人競技のスポーツチームの本拠地となっている施設については、「ある」と

の回答が 25％と全体の 1/4 となった。 

 

図表 1-2-1 【自治体】スポーツチームの本拠地施設  

 

 

当該スポーツチームの競技分野は、サッカー、野球、バスケットボール、バレーボール

の順に多かった。後述するヒアリング事例で把握されたように、社会人リーグ等が新たに

立ち上がると、出身者との縁でホームタウンになる事例がみられる。 

 

図表 1-2-2 【自治体】本拠地施設の競技分野 

 

回答数 ％
あり 23 25.0%
予定あり 1 1.1%
なし 68 73.9%
合計 92 100.0%

回答数 ％
野球 8 8.7%
サッカー 12 13.0%
バスケットボール 7 7.6%
テニス 1 1.1%
ラグビー 1 1.1%
バレーボール 6 6.5%
剣道 0 0.0%
柔道 0 0.0%
フットサル 0 0.0%
ホッケー（アイスホッケー含む） 4 4.3%
卓球 0 0.0%
アメリカンフットボール 0 0.0%
その他 2 2.2%
合計 92 100.0%
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②スポーツイベント実施について 

各種スポーツイベント実施の有無については、実施ありが 59％と 6割の自治体でイベン

ト誘致や開催等の実績があることが把握された。 

 

図表 1-2-3 【自治体】スポーツイベント実施 

 

 

 

 

  

回答数 ％
あり 54 58.7%
予定あり 14 15.2%
なし 24 26.1%
合計 92 100.0%
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（２）スポーツ関連活動の効果や課題・影響 

 

①効果 

 スポーツ関連活動実施により、地域にどのような効果がもたらされているかについて、

自由回答で得られた内容を、調査事務局でキーワードに分類し、分析したところ、以下の

キーワードを含むものが多く上げられた。幅広い世代にわたり運動する機会を持ち、スポ

ーツに触れる中で健康への意識を高めてもらう、体を動かす機会を増やす等の健康増進に

関連する内容が上位となった。 

・健康増進 

 ・交流人口増加 

 ・地域の交流促進、コミュニティづくり 

 また、大会や試合観戦等で地域に来てもらうことで、交流人口を増やしたいという回答

も２番目に多く、個別の内容をみるとシビックプライドの醸成に関する内容や〇〇競技の

まちとして発信していきたいという回答もみられた。（例 ビーチスポーツ、マラソン、

カヌー、ハンドボール等） 

 

図表 1-2-4 【自治体】スポーツ関連活動の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答数 ％
健康増進 74 80.4%
交流人口 20 21.7%
コミュニティ 19 20.7%
シビックプライド 14 15.2%
シティセールス 8 8.7%
人材育成 8 8.7%
SDGs 4 4.3%
実施人口 4 4.3%
競技力向上 2 2.2%
チーム認知度向上 1 1.1%
定住促進 1 1.1%
無回答 6 6.5%
総計 92 100.0%
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②課題や影響 

一方、自治体にとってスポーツ関連活動にかかる課題や影響にはどのようなものがある

かについて、同じく自由回答で尋ねて、調査事務局側でキーワード分類し分析したとこ

ろ、以下のキーワードに分類される回答が多く上げられた。 

 ・スポーツに関わるイベント等集客時や運動実施時の感染症対策 

 ・施設や大会会場までの交通アクセス 

 ・試合やスポーツイベント等集客時の交通渋滞 

加えて、集客時については、騒音・振動、駐車場不足、ごみ等の問題も上げられた。ま

た、人口減少や高齢化が進む中で、参加者数が減少していたり、担い手が高齢化したりと

不足するという課題も浮き彫りになっている。 

 

図表 1-2-5 【自治体】スポーツ関連活動の課題や影響 

 

 

 

 

  

回答数 ％
感染症対策 45 48.9%
交通アクセス 22 23.9%
交通渋滞 9 9.8%
騒音 8 8.7%
参加者減少 7 7.6%
駐車場 6 6.5%
担い手不足 5 5.4%
施設維持 4 4.3%
ごみ問題 3 3.3%
運動機会減少 3 3.3%
財政面 3 3.3%
施設整備 3 3.3%
利用機会難 3 3.3%
支援者減少 2 2.2%
その他 21 22.8%
特になし 4 4.3%
無回答 10 10.9%
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（３）スポーツ施策に関する今後の展望 

 

①誘致意向 

今後、スポーツチームや大規模スポーツイベントの誘致意向については、積極的に誘致

を行っていきたいが 51％と半数を越えた。自治体にとって地域でスポーツ大会が開かれ、

またチームのホームタウンとなることは、シビックプライドの点や健康増進の点で、関心

の高い施策になっているとみられる。 

 

図表 1-2-6 【自治体】チーム・イベント等誘致意向 

 
 

 

 

②誘致にあたっての課題 

誘致にあたっての課題については、自由回答をみると「予算措置の確保」が最大の課題

となっている。また、地域住民への理解醸成や必要な人材確保（ボラティア含む）も比較

的多くみられた課題であった。 

 

 

  

回答数 ％
積極的に誘致を行っていきたい(現状、誘致活動を行っている) 47 51.1%
誘致を行いたいとは思わない 45 48.9%
合計 92 100.0%



90 

 

（４）今後の取組意向 

スポーツの「する・みる・ささえる」コンテンツのうち、自治体には「ささえる」役割

が期待されているが、自治体側としては、どのような取組を推進していくことが必要かに

ついて尋ねた。 

 

①施設に関する取組 

 施設に関する取組意向としては、チーム側と同じく感染症対策が 64％と最も多い。次い

で、感染症の影響も背景にあるとみられるが電子チケットやキャッシュレス対応等のスマ

ート化への取組意向も 38％の回答がみられた。 

 

図表 1-2-7 【自治体】今後の取組意向：施設 

 

 

 

②地域との連携に関する取組 

次に、地域との連携に関する取組意向としては、チーム側と同じく感染症対策が 64％と

最も多い。次いで、感染症の影響も背景にあるとみられるが電子チケットやキャッシュレ

ス対応等のスマート化への取組意向も 38％の回答がみられた。次いで、SNS を含めた広

報戦略、地元メディアとの連携が 52％、スポーツツーリズム 50％と多く、スポーツを通

じた自治体の発信力強化と集客への取組意向が認められる。 

 

  

回答数 ％
電子チケット対応(抽選、予約管理、決済、感染源の追跡等)、キャッシュレス対応 35 38.0%
感染症対策（会場、更衣ロッカー、食堂、空調管理等） 59 64.1%
会場周辺の駐車場の混雑予測 26 28.3%
最寄駅から会場までのアクセス改善 29 31.5%
省エネ機器や再生エネルギー発電設備の導入 13 14.1%
その他 21 22.8%
合計 92 100.0%
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図表 1-2-8 【自治体】今後の取組意向：地域との連携 

 

 

 

③裾野拡大（人材面）に関する取組 

スポーツの実施人口等の裾野拡大に関する取組意向については、スポーツ教室や健康増

進教室等の運営が 76％と最も多い。次いで学校部活動の地域スポーツクラブ化が 32％と

なった。 

 

図表 1-2-9 【自治体】今後の取組意向：裾野拡大 

 

 

 

回答数 ％
スタジアム・アリーナを核とした拠点づくり
（例　レストラン・フードトラック、宿泊施設、クリニック、託児所など）

23 25.0%

スポーツ用品開発やテストマーケティング(研究機関との連携も含む) 6 6.5%
チームグッズの開発、販売ルート開拓 2 2.2%
SNSを含めた広報戦略、地元メディアとの連携 48 52.2%
スポーツツーリズム（本拠地の周辺観光や応援のための遠征等） 46 50.0%
その他 22 23.9%
合計 92 100.0%

回答数 ％
スポーツ教室(体操・水泳・スケートボード等)や健康増進教室等の運営 70 76.1%
フィットネスジムの運営 6 6.5%
学校部活動の地域スポーツクラブ化 29 31.5%
大学等でのスポーツビジネススクールの開設(スポーツ経営の専門人材の育成） 5 5.4%
医療、トレーニング・ケアスタッフの育成 11 12.0%
その他 21 22.8%
合計 92 100.0%
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④他者との連携意向 

取組みを実現する上での他社との連携意向を自由回答で尋ねたところ、プロのスポーツ

チーム、スポーツ医学の専門家、関連企業との連携について関心がある回答がみられた。 

 

⑤中小企業のスポーツ関連市場への参入 

具体的に、スポーツ関連市業への新規参入を果たしている、あるいは検討している中小

企業について知っているかを確認したところ、あるとの回答は１件にとどまった。自治体

にとってスポーツ関連での中小企業との出会いは現状、極めて限定的と考えられる。 

図表 1-2-10 【自治体】中小企業のスポーツ関連市場への参入 

 

 

 

 

  

回答数 ％
新規参入済みの中小企業がある 1 1.1%
新規参入を検討している中小企業がある 0 0.0%
わからない 91 98.9%
合計 92 100.0%
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１－３ 施設管理者 

 

（１）施設の所在地やホームタウン競技分野 

 施設管理者の所在地は、大阪府、兵庫県、福井県・奈良県・和歌山県となった。 

 

図表 1-3-1 【施設管理者】施設所在地 

 

 

 

また、施設を本拠地としているプロ・社会人・大学等チームの競技分野は、サッカー、

野球、アメリカンフットボール、ラグビー、その他であった。 

図表 1-3-2 【施設管理者】本拠地施設チームの競技分野 

 

回答数 ％
福井県 1 5.6%
滋賀県 0 0.0%
京都府 0 0.0%
大阪府 9 50.0%
兵庫県 6 33.3%
奈良県 1 5.6%
和歌山県 1 5.6%
合計 18 100.0%

回答数 ％
野球 3 16.7%
サッカー 4 22.2%
バスケットボール 1 5.6%
アメリカンフットボール 2 11.1%
ホッケー 1 5.6%
アイスホッケー 0 0.0%
ソフトボール 0 0.0%
卓球 0 0.0%
ラグビー 2 11.1%
バドミントン 0 0.0%
ハンドボール 0 0.0%
自転車 0 0.0%
その他 7 38.9%
合計 18 100.0%



94 

 

 

 

（２）地域密着の主な活動内容 

 地域密着の主な活動内容としては、主に以下の活動について回答があった。 

 

①（本拠地チームとの連携等を通じて）スポーツチームの向上・集客向上 

 感染症対策、試合当日の地域事業者との連携、試合放送に関する各種メディアとの連携

が上位となった。 

 

図表 1-3-3 【施設管理者】地域密着活動内容：チーム・集客力向上 

 
 

 

 

回答数 ％
スポンサー企業等との連携によるスポーツ用品開発 1 5.6%
アスリートの健康管理・戦術を支える製品・サービスの開発 0 0.0%
チームのオフィシャルグッズ生産、開発、販売 3 16.7%
試合放送に関する各種メディア等との連携 7 38.9%
アスリートならびに観客への感染症対策に関する取組 11 61.1%
試合当日における地域の事業者(飲食店・サービス業等)との連携 9 50.0%
その他 7 38.9%
合計 18 100.0%
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②裾野拡大 

裾野拡大については、チームや自治体と同じく、子供向けスポーツ体験教室・スポーツ

クラブの運営が上位になった。子供向けの教室等は地域において、チーム・自治体・住民

を結びつけるきっかけとなっているとみられる。また、総合体育館等の施設がネーミング

ライツを得ている施設が多いとみられるため、一般市民への利用開放は当然実施されてい

る。 

 

図表 1-3-4 【施設管理者】地域密着活動内容：裾野拡大 

 

 

 

③地域への社会貢献 

 地域への社会貢献としては、防災拠点としての連携が健康増進教室等を上回った。スポ

ーツ施設は近年、災害時の避難先としての性格を帯びていると考えられる。 

 

図表 1-3-5 【施設管理者】地域密着活動内容：地域への社会貢献 

 

回答数 ％
子供向けスポーツ体験教室・スポーツクラブの運営(パラスポーツも含む) 12 66.7%
小中学校や各種イベントへの選手派遣 2 11.1%
地元住民向け無料招待券の配布 2 11.1%
主要施設の一般市民への利用解放 11 61.1%
 大学等でのスポーツに関する講演(講義) 0 0.0%
その他 3 16.7%
合計 18 100.0%

回答数 ％
健康増進目的の大人や高齢者向け教室等 8 44.4%
介護予防目的の高齢者向け教室等の開催 3 16.7%
地域のボランティア活動(清掃活動・祭事等)への参加 5 27.8%
防災拠点としての連携 10 55.6%
地域ＰＲ（自治体シティーセールス等）への協力 3 16.7%
地元自治体との包括連携協定 5 27.8%
その他 4 22.2%
合計 18 100.0%
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④他者との連携実績の有無 

 他者との連携実績があるのは 50％で半数となった。 

 

図表 1-3-6 【施設管理者】他者との連携実績 

 

 

 

なお、連携先の属性は地元自治体、イベントや映像制作会社、地域メディア・タウン誌

等であった。 

 

 

  

回答数 ％
連携実績がある 9 50.0%
連携実績はない 7 38.9%
わからない 2 11.1%
合計 18 100.0%
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図表 1-3-7 【施設管理者】連携先の属性 

 

 

 

  

回答数 ％
地域に立地する大手企業 3 16.7%
地域に立地する中小ものづくり企業 1 5.6%
小売業、卸売業、サービス業 2 11.1%
地元生産者（農林水産漁業）、飲食業 1 5.6%
イベント会社、映像制作会社 5 27.8%
ソフトウエア・アプリ開発企業、eコマース(EC)企業 2 11.1%
旅行代理店 2 11.1%
再エネ・省エネ関連機器開発ならびに関連システム会社 1 5.6%
地元自治体 7 38.9%
地域商店街 3 16.7%
商工会・商工会議所、経済団体 2 11.1%
地元立地の大学、専門学校等 3 16.7%
地域金融機関 1 5.6%
健康医療関連施設、機関 2 11.1%
地元メディア、タウン誌 4 22.2%
その他 0 0.0%
合計 18 100.0%
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（３）地域密着活動による効果 

①チームや施設運営者への効果 

 地域密着活動がスポーツチームや施設運営者にもたらす効果としては、チームと同じ

く、チームの認知度向上が最も多かった。回答内容からは、認知度を向上し、入場者数を

増やし収益向上を図ることが期待されていると推察される。 

 

図表 1-3-8 【施設管理者】スポーツチーム・施設運営者への効果 

 

 

 

②地域への効果 

地域の効果としては、チームや自治体と同じくスポーツや健康への関心向上 72％と最も

多かった。また、チームと同じく、知名度向上やシビックプライド醸成への期待もみられ

る。 

 

  

回答数 ％
チームの収益向上 7 38.9%
チーム力向上(チーム成績の向上等) 6 33.3%
入場者数の増加 7 38.9%
ファンクラブへの加入者数の増加 4 22.2%
チームグッズ等の売上向上 4 22.2%
チームの認知度向上 8 44.4%
選手の確保 3 16.7%
地元ファンからの愛着増加 6 33.3%
スポンサーの確保 5 27.8%
シーズンオフやセカンドキャリアでの雇用確保 2 11.1%
その他 8 44.4%
合計 18 100.0%
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図表 1-3-9 【施設管理者】地域への効果 

 

 

 

 

  

回答数 ％
地域の知名度向上やシビックプライド醸成 7 38.9%
スポーツや健康への関心向上 13 72.2%
ボランティア等の社会参加促進 2 11.1%
交流人口の増加、定住者の増加 3 16.7%
リサイクル製品の活用 2 11.1%
省エネの対応や再生可能エネルギー活用等の促進 3 16.7%
地域の自治体や団体等の啓発活動への協力 7 38.9%
防犯面への貢献 3 16.7%
地域中小企業との連携による新商品開発 0 0.0%
地域での雇用創出 2 11.1%
その他 3 16.7%
合計 18 100.0%
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（４）地域密着活動における課題 

 

①チームや施設運営者の課題 

地域密着活動を進めるにあたり、チームや地域にどのような課題や影響等をもたらすか

については、チームや施設運営者の課題としては、建設費・管理費による負担軽費の増加

が最も多く回答された。チーム側の回答では、人的リソースや時間の不足が第一に上げら

れたのに対して、施設運営者側の課題認識は当然ながら施設に関する経費面が課題となっ

ている。 

 

図表 1-3-10 【施設管理者】スポーツチーム・施設運営者の課題 

 

 

 

地域に与える影響としては、チーム・自治体側と同じく、集客時の感染症拡大への懸念

が最も多く回答された。また、交通渋滞や集客時の騒音・振動についても地域に与える影

響として認識されている。 

 

  

回答数 ％
建設費ならびに管理費による自社負担経費の増加 6 33.3%
専門経営人材の不足 0 0.0%
地域連携に取り組む人的リソース、時間の不足 1 5.6%
体育館設備としての利用優先による施設自由度の低下 1 5.6%
公共交通のアクセスの悪さ　　　　　　 3 16.7%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 9 50.0%
合計 18 100.0%
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図表 1-3-11 【施設管理者】地域への影響 

 

 

  

回答数 ％
周辺地域での物価上昇 0 0.0%
試合時の交通渋滞 9 50.0%
集客時の感染症拡大への懸念 10 55.6%
集客時の騒音、振動 7 38.9%
大量のエネルギー消費、CO2排出増加　 2 11.1%
ゴミ増加、ゴミの散乱 6 33.3%
（建設等による）樹木伐採や周辺の環境への影響等　　 0 0.0%
その他 4 22.2%
合計 18 100.0%
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（５）今後の取組意向 

 スポーツの「する・みる・ささえる」コンテンツが、今後より一層の広がりをみせるた

めには、どのような取組を推進していくことが必要かについて、施設運営者にも尋ねた。 

 

①する：アスリート・チームに関する取組 

 「する」については、デジタル技術を活用したグラウンドコンディションの管理が 33％

と最も回答が多かった。次いで、選手の健康管理、プレイヤーのパフォーマンス解析ツー

ル等であった。 

 

図表 1-3-12 【施設運営者】今後の取組：アスリート・チーム 

 

 

 

②みる：試合観戦に関する取組 

「みる」については、会場を盛り上げる映像技術等の高度化が 56％と最も回答が多かっ

た。チーム側はコロナ禍で有観客試合が難しい中、オンライン配信等への関心が最も高かっ

たが、施設運営者は実際に足を運んでもらうことへのニーズがより強いと考えられる。 

 

回答数 ％
ＡＩ・ＩｏＴ等を活用したチーム戦術の分析 3 16.7%
選手の健康管理を支える食品、機器、アプリケーション 4 22.2%
寝具・酸素カプセル等、疲労回復機器・サービス 2 11.1%
プレイヤーのパフォーマンス解析ツール 4 22.2%
デジタル技術を活用したグラウンドコンディションの管理 6 33.3%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7 38.9%
特になし 2 11.1%
合計 18 100.0%
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図表 1-3-13 【施設運営者】今後の取組：試合観戦

 

 

 

 

 

 

 

 

③ささえる：施設(周辺含む)に関する取組 

 

③ささえる：今後の取組：施設（周辺） 

「ささえる」については、チームや自治体と同じく感染症対策が 61％と最も回答が多か

った。自治体と同様、電子チケット対応やキャッシュレス対応にも関心は高い。 

 

図表 1-3-14 【施設運営者】今後の取組：施設（周辺） 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数 ％
会場を盛り上げる映像技術等の高度化 10 55.6%
試合会場でのライブデータ配信・オンライン配信 8 44.4%
プレイヤーの鼓動を伝えるサウンドシステム 3 16.7%
AR等により遠隔でも選手と同一の目線で観戦できるサービス 4 22.2%
観戦後の行動のデータ化(効率的な動線、グッズ販売等のマーケティング） 2 11.1%
観戦時の魅力を高めるスタジアムフード等の開発 4 22.2%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5 27.8%
特になし 2 11.1%
合計 18 100.0%

回答数 ％
電子チケット対応(抽選、予約管理、決済、感染源の追跡等)、キャッシャレス対応 10 55.6%
感染症対策（会場、更衣ロッカー、食堂、空調管理等） 11 61.1%
会場周辺の駐車場の混雑予測 5 27.8%
最寄駅から会場までのアクセス改善 5 27.8%
省エネ機器や再生エネルギー発電設備の導入 6 33.3%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 11.1%
特になし 2 11.1%
合計 18 100.0%
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④地域との連携に関する取組 

 地域との連携に関する取組については、SNS を含めた広報戦略、地元メディアとの連携

が 50％と最も多いのは地域と同様だが、スタジアム・アリーナを核とした拠点づくりへの

関心も 44％と高く、今後の地域一体となった取り組みが期待される。 

 

図表 1-3-15 【施設運営者】今後の取組：地域との連携 

 

 

 

⑤裾野拡大 

 裾野拡大については、スポーツ教室等の運営が 56％と最も多く回答された。 

 

図表 1-3-16 【施設運営者】今後の取組：裾野拡大 

 

回答数 ％
スタジアム・アリーナを核とした拠点づくり
（例　レストラン・フードトラック、宿泊施設、クリニック、託児所など）

8 44.4%

スポーツ用品開発やテストマーケティング(研究機関との連携も含む) 2 11.1%
チームグッズの開発、販売ルート開拓 2 11.1%
SNSを含めた広報戦略、地元メディアとの連携 9 50.0%
スポーツツーリズム（本拠地の周辺観光や応援のための遠征等） 6 33.3%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4 22.2%
特になし 2 11.1%
合計 18 100.0%

回答数 ％
スポーツ教室(体操・水泳・スケートボード等)や健康増進教室等の運営 10 55.6%
フィットネスジムの運営 3 16.7%
学校部活動の地域スポーツクラブ化 2 11.1%
大学等でのスポーツビジネススクールの開設(スポーツ経営の専門人材の育成) 1 5.6%
医療、トレーニング・ケアスタッフの育成 1 5.6%
その他　　　　　　　　　　　　 6 33.3%
特になし 1 5.6%
合計 18 100.0%
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⑥中小企業のスポーツ関連市場への参入 

具体的に、スポーツ関連市業への新規参入を果たしている、あるいは検討している中小

企業について知っているかを確認したところ、あるとの回答は 0 件であった。自治体と同

様、スポーツ関連での中小企業との出会いは現状、極めて限定的と考えられる。 

 

図表 1-3-17 【施設運営者】中小企業のスポーツ関連市場への参入 

 

 

 

 

  

回答数 ％
新規参入済みの中小企業がある 0 0.0%
新規参入を検討している中小企業がある 0 0.0%
わからない 18 100.0%
合計 18 100.0%



106 

 

１―４ コミッション 

 

（１）コミッションの主要目的等について 

 

①設立や活動の目的 

どのような目的で設立され、まちづくりや地域活性化につなげる取組を実施しているか

については、スポーツツーリズムの振興と、スポーツ大会・イベントの開催が最も多い回答

となった。 

 

図表 1-4-1 【コミッション】設立・活動目的 

 

 

 

②団体のメンバー構成 

団体のメンバー構成は、地方自治体を中心にしつつ、民間企業、スポーツ関連団体、大学・

専門学校等と多様であった。 

 

  

回答数 ％
スポーツツーリズムの振興 5 83.3%
域外から参加者を呼び込む地域スポーツ大会・イベントの開催 5 83.3%
国内外の大規模スポーツ大会の誘致 2 33.3%
プロチームや大学などのスポーツ合宿・キャンプの誘致 2 33.3%
住民向けの地域スポーツクラブの運営 0 0.0%
健康増進・地域交流イベントの開催 1 16.7%
チームとの連携による中小企業の新商品開発支援 0 0.0%
試合時の地元飲食業や地場産品の販売促進 0 0.0%
スポーツ以外の目的も含めた施設の利用促進（例　バーベキュー会場） 0 0.0%
その他 0 0.0%
合計 6 100.0%
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図表 1-4-2 【コミッション】団体のメンバー構成 

 

 
 

③スポーツイベントの実績・予定の有無 

スポーツイベントの開催については、実績ありが半数の３件、予定ありが１件であった。 

 

図表 1-4-3 【コミッション】スポーツイベント実績 

 

 
 

 

 

 

回答数 ％
地方公共団体 5 83.3%
スポーツに関連する団体 3 50.0%
観光に関連する団体 3 50.0%
（観光やスポーツ以外の）経済団体 3 50.0%
民間企業 4 66.7%
大学、専門学校 3 50.0%
その他 2 33.3%
合計 6 100.0%

回答数 ％
実績あり 3 50.0%
予定あり 1 16.7%
なし 2 33.3%
合計 6 100.0%
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（２）スポーツ関連活動による効果 

 スポーツ関連活動による地域への効果については、以下のような自由回答がみられた。 

  ・経済的効果を期待 

・スポーツイベント開催に係る経済波及効果を試算（２件から回答あり） 

・競技団体と「スポーツを通じた地域振興に関する協定」を締結 

・スポーツ実施率の向上 

  ・地域ブランディング 

・関係交流人口の増加 

 

（３）スポーツ関連活動における課題 

一方、スポーツ関連活動における課題や地域への影響については、以下のような自由回答

がみられた。 

 ・集客時の感染症対策 

・地元利用者との調整 

・各施設と宿泊施設間の移動 

・ハイシーズンにおける宿泊場所の確保 

・大会実施時の交通規制等（コース沿道の出入り制限他）、交通アクセス 

・安定期収入の確保 

 

 

（４）スポーツ施策に関する今後の展望 

 

①今後の誘致意向 

スポーツイベントや合宿の誘致意向としては、積極的に誘致を行いたいが大半であった。 

 

図表 1-4-4 【コミッション】誘致意向 

 

 

回答数 ％
積極的に誘致を行っていきたい(現状、誘致活動を行っている) 5 83.3%
誘致を行いたいとは思わない。 1 16.7%
合計 6 100.0%
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②する：アスリート・チームに関する取組 

「する」については、選手の健康管理を支える食品、機器、アプリケーションへのニーズ

があることが把握された。 

 

図表 1-4-5 【コミッション】今後の取組：アスリート・チーム 

 

 

 

③みる：試合観戦に関する取組 

 「みる」については、試合会場でのライブデータ配信・オンライン配信へのニーズがある

ことが把握された。 

 

図表 1-4-6 【コミッション】今後の取組：試合観戦 

 

回答数 ％
ＡＩ・ＩｏＴ等を活用したチーム戦術の分析 0 0.0%
選手の健康管理を支える食品、機器、アプリケーション 2 33.3%
寝具・酸素カプセル等、疲労回復機器・サービス 0 0.0%
プレイヤーのパフォーマンス解析ツール 1 16.7%
デジタル技術を活用したグラウンドコンディションの管理 0 0.0%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3 50.0%
特になし 1 16.7%
合計 6 100.0%

回答数 ％
会場を盛り上げる映像技術等の高度化 1 16.7%
試合会場でのライブデータ配信・オンライン配信 3 50.0%
プレイヤーの鼓動を伝えるサウンドシステム 0 0.0%
AR等により遠隔でも選手と同一の目線で観戦できるサービス 1 16.7%
観戦後の行動のデータ化(効率的な動線、グッズ販売等のマーケティング） 1 16.7%
観戦時の魅力を高めるスタジアムフード等の開発 1 16.7%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 33.3%
特になし 1 16.7%
合計 6 100.0%
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④ささえる：施設に関する取組 

 「ささえる」については、電子チケット対応、感染症対策、アクセス改善等へのニーズが

あることが把握された。 

 

図表 1-4-7 【コミッション】今後の取組：施設 

 

 

 

  

回答数 ％
電子チケット対応(抽選、予約管理、決済、感染源の追跡等)、キャッシャレス対応 2 33.3%
感染症対策（会場、更衣ロッカー、食堂、空調管理等） 2 33.3%
会場周辺の駐車場の混雑予測 1 16.7%
最寄駅から会場までのアクセス改善 2 33.3%
省エネ機器や再生エネルギー発電設備の導入 0 0.0%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0 0.0%
特になし 1 16.7%
合計 6 100.0%
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⑤地域との連携 

 地域との連携に関する取組については、SNS を含めた広報戦略、地元メディアとの連携

や、スポーツツーリズムへのニーズが把握された。 

 

図表 1-4-8 【コミッション】今後の取組：地域との連携 

 

 

 

⑥裾野拡大 

 裾野拡大については、スポーツ教室等の運営、医療、トレーニング・ケアスタッフの育

成についてニーズが把握された。 

 

図表 1-4-9 【コミッション】今後の取組：裾野拡大 

 

回答数 ％
スタジアム・アリーナを核とした拠点づくり
（例　レストラン・フードトラック、宿泊施設、クリニック、託児所など）

2 33.3%

スポーツ用品開発やテストマーケティング(研究機関との連携も含む) 0 0.0%
チームグッズの開発、販売ルート開拓 1 16.7%
SNSを含めた広報戦略、地元メディアとの連携 3 50.0%
スポーツツーリズム（本拠地の周辺観光や応援のための遠征等） 3 50.0%
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 16.7%
特になし 1 16.7%
合計 6 100.0%

回答数 ％
スポーツ教室(体操・水泳・スケートボード等)や健康増進教室等の運営 3 50.0%
フィットネスジムの運営 0 0.0%
学校部活動の地域スポーツクラブ化 1 16.7%
大学等でのスポーツビジネススクールの開設(スポーツ経営の専門人材の育成) 1 16.7%
医療、トレーニング・ケアスタッフの育成 2 33.3%
その他　　　　　　　　　　　　 0 0.0%
特になし 1 16.7%
合計 6 100.0%
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参考２ ヒアリング調査概要・調査結果 

ヒアリング調査実施概要 

 アンケート調査回答のチーム、自治体、スポーツコミッションから先行事例と考えられる

ものや先行するスポーツ関連産業のビジネスプラットフォーム運営主体等に対して、競技

分野や地域バランスを考慮してヒアリングを依頼し、34 件を実施した。なお、ヒアリング

記録については別途、電子媒体で納品した。 

 

【共通タイトル】 

「令和 3年度 関西の地域密着型スポーツチーム・イベント等がもたらす地域への波及

効果とスポーツ関連市場における地域中小企業の参入可能性調査ヒアリング調査」 

【実施方法】 

・オンライン、または訪問によりヒアリングを実施 

【実施目的】 

 アンケート調査で抽出した事例をもとに、（１）ニーズ側と（２）シーズ側の各視点

から、スポーツチー ム・イベント等が地域にもたらす「光」と「影」等を整理し、中

小企業群におけるスポーツ関連市場のへの取組方策ならびに取組を推進するにあたって

の課題等に関して検証し、かつＰＲ冊子で紹介すべき事例を発掘することを目的に実施

した。 

【主な調査項目】 

  主に以下の項目を設定し、ヒアリング前に送付してヒアリングを実施した。 

①チーム向け 

・チームの活動状況 

・企業との連携状況やきっかけ（問題意識含む） 

・地域連携や他企業との連携の取組状況、成果 

・取組を推進するうえでのキーマンや障壁 

・今後のスポーツ市場への展望（する、みる、ささえる） 

②自治体向け 

・スポーツに関連する自治体の実績概要、最近の傾向や変化 

・地域とスポーツチームや競技大会等との連携の実績 

・地域中小企業とスポーツチームとの連携やイベント時の連携を推進の効果、障壁 

・今後のスポーツ関連施策の展望 

③企業 

・地域や他企業、スポーツチーム等との連携の実績 

・他者との連携への期待、ニーズ 
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・連携を推進するにあたっての障壁 

・今後のスポーツ市場への展望 

・その他 

 

【実施件数】 

（１）ニーズヒアリング 

地域密着型スポーツチームならびに自治体等に対し、下記①・②の観点からヒアリング

を行った。実施件数はチーム13件、自治体等7件である。 

①地域の中小企業との協業を実現している取組ならびに成功の鍵となる要因等 

②実施運営上の課題における詳細や今後の中小企業との連携可能性 

 

（２）シーズヒアリング 

スポーツ関連市場に参入し事業継続を実現している、関西を中心とした中小企業に対

し、下記①・②に関してヒアリングを行った。実施件数は企業12件である。 

①既にスポーツ関連市場に参入し、事業継続を実現している取組ならびに成功要因等 

②（１）で得た課題やニーズに対する解決策 

 

（３）関西を中心とした地域のスポーツ関連団体・有識者等ヒアリング 

スポーツを通じた地域活性化の成果、市場成長に向けた取組ならびに地域での潮流を把

握した。実施件数は有識者２件である。 
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２－１ ニーズヒアリング結果 

２－１－１ チームへのヒアリング結果 

・仕事で関わりのある選手が試合をし、同じ職場の人たちがそれを見て、「自分も頑張ろう」

というきっかけになればという思いがあった。 

・チームの活動を見て、新卒採用を受けに来た人もいる。 

・スポーツ関連で採用した人材は、「スポーツをさせてもらえるから仕事も頑張ろう」とい

うモチベーションにつながる。 

・広報が大事だということを強く感じた。発想や注意点を企業目線で発信してくれる。セー

ルスにおいて見せ方やデザインなど、今までの私たちの発想にはなかったようなものが

ある。 

・自分たちだけでなく、企業やサポーター、ハーフタイムイベントでのダンスチーム等も含

め全員が主役であり、みんなでしあわせになることが重要ととらえている。 

・チームは地域貢献のために作ったので、積極的に地域と連携を取っていきたいと考えてい

る。 

・今年、市役所ではホームゲーム前になると職員たち約 50 名がホームゲームのレプリカを

着てくれた。それをしようと言ってくれたのが担当部署の部長である。そういう方がいて

くれると、前に向いていろんなことが進みやすい。 

・人材育成を打ち出し、チームを地域で意味のある存在にしていきたい。やみくもにトップ

リーグを目指さない戦略をとっている。 

・我々は思いと、思い込みと、思惑をもって取り組んでいる。 

・スポーツを中心にコミュニティを作ることを重視している。意志の強い人でなくても続く

ように、友達や家族と参加しようというような人が、励まし合う仲間を見つけながらスポ

ーツできるようにしていきたい。オンライン化が進む中で、今後、オフラインの価値が一

層高まっていく。 

・スポーツを趣味とする富裕層はプロ選手が使っているからこそ高額なお金を払う価値が

あり、プロが使っているものと同じものを買いたいと考える。我々チームが PR すること

が販促につながっていくという側面がある。 

・スポーツが大好きな若者たちに夢を与え、それを応援するファンの皆さんの熱気で地域を

活性化させたい。スポーツを続けたい若者たちがこの地元に集まって人として成長でき

るようにしたい。 

・市の企業、（自社が運営する）市の球団の情報発信を手伝うことで、自社にも何かプラス

のものが返ってくると思う。 

・J リーグへの昇格を目指しているわけではない。何のために存在しているかということで

ある。その理念を達成するために J リーグ昇格が必要なわけであり、Jリーグ昇格という

のは手段の一つというだけで、毎試合 5 千人が入ればそれでよいと思う。大事なのは、大

企業に頼らず、自分たちで運営・維持ができて、地域にとって必要な存在となること。親
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会社のお金ありきだと、いろんなことが後手に回ってしまい、肝心のスポーツ振興やスポ

ーツを作っていくことができなくなってしまう。 

 

２－１－２ 自治体へのヒアリング結果 

・皆さんが活躍いただける場、活用いただける場、憩いの場、すべての舞台であるという意

味を込めたスタジアムとしてみている。 

・市内では日本代表選手が決して遠くない存在になっている。地域でのスポーツの歴史が

40 年くらいあるので、かつてプレーしていた人が今、色々な機関や企業にいるし、探せ

ばボランティアで協力してくれている人がたくさんいる。 

・市がイベントに際し、いくら人を呼んでも事業者に利益がまわらないと市全体にメリット

が行きわたらない。そのためイベントについて、事業者に知ってもらうことを第一とした。 

・怪我をした時や予防も含めて、何十年後かにはスポーツ医療といえばここだ、と言われる

自治体になればよいと思う。そこに向けて動き出しているところである。 

・スポーツ体験フェスティバルは好評で、コロナのため、ここ 2年は事前申し込み制でやっ

ている（例年は 3,000 人程度集客）。各競技を体験できるが、それは各競技団体さんの協力

がなければできない。フェスティバルがきっかけとなり、スポーツを始める子どもがいた

り、ホッケーで日本代表に選ばれたりした例もある。 

 

２－２ シーズ（企業）ヒアリング結果 

・スポーツ側に課題があったとしても、それを解決できる中小企業がいるかもしれないと

か、逆に思ってもいなかった企業から問い合わせがあって驚くこともある。 

・さまざまな業種の方と話をすることが大事だと思う。自分の頭で考えられる量は決まって

いるが、それを話すことで思考が広がる。そして、そういう話をする場が必要。話をする

際には業種にこだわらず、一人間として話してみる。 

・OEMでなく自社で開発して売り込む場合は、ユーザーの顔を見て、製品のことを考える

ようになった。自社ブランドを持っておけば、今後 OEM 先とうまくいかなくなっても大

慌てせずに済む。 

・これからの時代は、他社と協力していかないと生き残っていけないと思っているため、連

携には前向きに取り組んでいる。お互いの持っている力を合わせながらぶつけていかな

いと、全工程を自社内でやろうとしても難しい。 

・必要としている人の声やニーズを聴き、自社でチャレンジしたいという気持ち、違う事業

をしてみたい気持ちがわいた。 

・理念というのは、きちんとしないと商品に現れてこないと信じている。 

・大手企業は絞り込んだターゲティングが苦手なので、（中小企業と）うまくマッチングし

てスピード感をもって連携して取り組めれば嬉しい。 

・商品はトップアスリートに使ってもらい、そのうえで中高部活生に使ってほしいと思っ
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た。最終的にその層に使ってもらわないと、やる意味がないと思った。 

・チームの元チアリーダーに現在管理栄養士をしている方がいる。美味しいだけでなく、選

手の体にいいものを提供したいという気持ちがあり、スポーツ科学に基づいて開発した

い、コラボレーションしようという話になった。開幕戦とフードデリバリー開始のタイミ

ングが同時期になったので、イベント的に 135 円の美肌ハンバーグを開発し、デリバリ

を開始。コロナ禍で現地に応援に行けないため、開幕戦を盛り上げたいという気持ちもあ

った。 

・自社で取り組みをするというよりは、服資材のサポートをしている。例えばクラウドファ

ンディングでとがった取り組みをしている企業への資材提供など。ただ、集まってくる情

報は多いので、情報ハブ機能は果たしていると思う。 

 

 


